
５ 財務収益 ` ` ` 911¶763 911¶763

６ 雑益 1¶078¶649 ` 1¶078¶649 672¶433 1¶751¶082

計 1¶150¶878¶027 452¶451¶548 1¶603¶329¶575 216¶055¶950 1¶819¶385¶525

Ô 事業損益 3¶344¶489� 1¶644¶468 1¶700¶021 846¶513 2¶546¶534

Õ 総資産 5¶479¶852¶177 315¶332¶548 5¶795¶184¶725 338¶314¶798 6¶133¶499¶523

（主要な資産内訳）

流動資産

現金及び預金 136¶470¶118 95¶323¶475 231¶793¶593 260¶363¶922 492¶157¶515

たな卸資産 24¶194¶865 ` 24¶194¶865 ` 24¶194¶865

固定資産

建物 4¶040¶698¶938 21¶240¶601 4¶061¶939¶539 59¶845¶797 4¶121¶785¶336

構築物 222¶431¶263 ` 222¶431¶263 4¶691¶932 227¶123¶195

車両運搬具 897¶750 ` 897¶750 424¶200 1¶321¶950

工具器具備品 154¶165¶592 168¶617¶272 322¶782¶864 12¶794¶274 335¶577¶138

土地 900¶000¶000 ` 900¶000¶000 ` 900¶000¶000

投資その他の資産

敷金 ` 30¶000¶000 30¶000¶000 ` 30¶000¶000

~ 法人共通の金額は、管理部門に係る費用等である。

貸 借 対 照 表
（平成21年３月31日）

（単位：円）

資産の部
Ò 流動資産
現金及び預金 2¶487¶983¶453

前払金 39¶000¶000

仮払金 11¶816¶110

未収金 45¶555¶344
EEEEEEEE

流動資産合計 2¶584¶354¶907

Ó 固定資産
１有形固定資産
建物 22¶374¶238¶102

減価償却累計額 5¶422¶377¶159

減損損失累計額 16¶199¶369
EEEEEEEE

16¶935¶661¶574

構築物 18¶109¶868¶766

減価償却累計額 12¶388¶784¶234
EEEEEEEE

5¶721¶084¶532

機械及び装置 31¶496¶930¶955

減価償却累計額 7¶799¶009¶792
EEEEEEEE

23¶697¶921¶163

船舶 1¶340¶000

減価償却累計額 1¶232¶800
EEEEEEEE

107¶200

車両運搬具 407¶602¶724

減価償却累計額 181¶463¶203
EEEEEEEE

226¶139¶521

工具器具備品 31¶766¶121¶336

減価償却累計額 19¶269¶775¶057
EEEEEEEE

12¶496¶346¶279

土地 17¶971¶700¶000

建設仮勘定 148¶776¶346
EEEEEEEE

有形固定資産合計 77¶197¶736¶615

２無形固定資産
特許権 4¶877¶187

電話加入権 145¶044¶900

産業財産権仮勘定 10¶057¶806
EEEEEEEE

無形固定資産合計 159¶979¶893

・損益外減価償却相当額、引当外賞与見積額及び引当外退職給付増加見積額のセグメント別金額
（単位：円）

区 分 国立公文
書館

アジア歴
史資料セ
ンター

小 計 法人共通 合 計

損益外減価償却相当額 211¶817¶826 ` 211¶817¶826 3¶111¶174 214¶929¶000

引当外賞与見積額 2¶218¶714 365¶210 2¶583¶924� 251¶093 2¶332¶831

引当外退職給付増加見積額� 67¶357¶522� 24¶876¶920� 92¶234¶442� 23¶436¶331� 115¶670¶773

・損益外減価償却相当額の配賦基準：面積割で配分
] 区分の方法
事業区分は、下記事業内容に基づき決定されている。

^ 各事業の内訳

事 業 区 分 内 容

国立公文書館 歴史資料として重要な公文書等の適切な保存及び利用を図るために
必要な事業

アジア歴史資料センター アジア歴史資料整備事業を推進すべく、アジア歴史資料センターに
おいて、国が保管するアジア歴史資料を電子情報の形で蓄積する
データベースを構築、インターネット等を通じて情報提供を行うた
めに必要な事業
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独立行政法人防災科学技術研究所平成20事業年度財務諸表に関
する公告

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第38条第４項に基づき、平成20事業年度（自平成20

年４月１日至平成21年３月31日）独立行政法人防災科学技術研究所の財務諸表について次の通り公告
します。
平成 21年 10月７日 茨城県つくば市天王台３丁目１番地

独立行政法人防災科学技術研究所
理事長 岡田 義光
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